
  
  
  
 ビッグデータ環境におけるオープンデータのあり方 

          ～大津市の取り組みを通じて～ 

 
    

     

          
              大津市ＣＩＯＡ 
                木下克己 
  



ＩＴ新戦略（内閣官房） 

官民データ活用推進基本法 

地域ＩｏＴ実装推進ロードマップ 

政府情報化推進の流れ 

Transparency 

    課題解決型取組み 

オープンガバメント デジタルガバメント 

オープンデータ 

シビックテック 

目的：オープンガバナンス 目的：ユビキタス社会 

マイナンバー法 

     
Participation                                                                              
Collaboration                                                                                     デジタルガバメント推進方針 

政策決定メカニズム サービス提供メカニズム × 

実行計画 

世界最先端デジタル国家創造宣言 
 

未来投資戦略
2018 

 

デジタルファースト法案 オープンデータ基本指針 

官民データ活用推進基本計画 

データ分析 

ビッグデータ 

ＥＢＰＭ 

Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0 スーパシティ構想 

スマートシティ 

自治体戦略２０４０構想 



 
オープンデータとは 

 
 

 

 

 

 

 

・オープンデータは手段であり オープンガバメントを目指すのが目的 
  ～米国：政府情報は納税者のもの～   

      ・ 電子情報公開法の必要性        

      ・より一層の情報公開（情報提供）          

 

            

・ビッグデータとオープンデータの本質的な相違 

     ビックデータ利用：何をしたいのか目的の明確化～ 

     オープンデータ提供 ：何に使うかは利用者が決める～open  by  default 

                                      

 

 

jig.jp代表：福野泰介氏 
Webで取り扱いや
すいデータ形式 

  

 オープンガバメントTPCの３原則 
   ①Transparency （透明性） 
  ②Participation  （市民参加） 
  ③Collaboration  (官民連携） 

 サービスではなく住民の権利 



オープンデータ実施状況（総務省資料） 



      オープンデータ自治体の状況 
                               大阪市立大学大学院創造都市研究科調査資料 ２０１７．３ 

調査対象：熊本県・鳥取県を除く1722自治体（2016年10月24日現在） 
回答：423団体 回率：24.6％ 



オープンデータ５ツ星スキーム 

資料：Ｊｉｇ．Ｊｐ 

オープンデータ・オープンガバナンスのステージ 

オープンガバナンスの８段階 



大津市のオープンガバメント取り組み概要 

③ガバメント2.0の取組み 

電子行政オープンデータ戦略 
電子自治体推進指針 

    大津市ＩＴ推進プランⅣ H26 
 オープンデータ・ビッグデータの活用 

オープンガバメント 

①オープンデータサイト構築  

②シビックテック開催    

データ分析の取組み 

Transparency 

Participation & Collaboration   

アプリ作成の取組み 

オープンデータ1.0 

オープンデータ2.0 

通報アプリなど：協働 

協力 

                                     
 
   

オープンガバメント推進協議会 
                      
   
 

   アーバンデータチャレンジ 
AIGID  社会基盤情報流通推進協議会 
CSIS東京大学空間情報科学研究Ｃ 

 
 
 

 ＵＤＣシビックテック 
    ・全国規模・組織的 
    ・地理空間情報 

 
 
 

 共通アプリ作成 

 データリテラシー研修 

ＣＯＧ２０１７への参画 VLED オープン＆ビッグデータ活用・
地方創生推進機構 

インターナショナル 
オープンデータデー 



データ形式 
 
 
 
 

PDF xls ｃｓｖ            
  Shape     

加工 

 
 
Json RDF 
  KML 
    
              

Webで取り扱いやすい
データ形式 

403 



オープンガバメントの取り組み：シビックテックの開催 

 
           
 
          Ｃｏｄｅ ｆｏｒ Ｓｈｉｇａ/Biwako 
     ２０１５ 滋賀県 
     ２０１６ 滋賀大学データサイエンス教育センター 
          滋賀銀行 
     ２０１７ 滋賀大学データサイエンス学部 
          滋賀銀行 
     ２０１８ 滋賀銀行 

 
 
 

 
 
 
大津商工会議所 
立命館大学歴史都市防災研究所 
びわ湖ビジターズビューロ 
滋賀県・京都市・草津市・長浜市 
大津祭曳山連盟 
まちづくり大津 
滋賀県中小企業診断士協会 
 
 
           
   

協力団体 

共催団体 
データサイエンス 

シミュレーション 

マーケティング 

データ分析 

データビジュアライズ 

アプリ作成 

Participation & Collaboration   



Data Academy

in Otsu

2018.3.3 [ Sat ] 9：40～16：40
会場：コラボしが21 3階会議室 （ 滋賀県大津市打出浜2-1 ）

■対象者

■お申込み方法
電子申請でお申込みください

■お問い合わせ先
大津市 情報システム課 TEL：077-528-2713

Mail：otsu1218@city.otsu.lg.jp

主催：大津市 共催：滋賀銀行、Code for Shiga/Biwako 協力：滋賀県、京都市、大津商工会議所、滋賀県中小企業診断士協会、NEC

■概要

地域課題の解決を目標に、オープンデータ等を
使った「データ分析の手法」を学んでいただくイ
ベントです

●午前：セミナー形式
●午後：RESAS・Tableauを使った実践形式
（プログラムの詳細は裏面をご覧ください）

まちづくり、データ分析、オープンデータ・ビッグ
データに興味のある方なら、どなたでも！
（専門知識の無い方もご参加いただけます）

■持ち物

■参加費 無料

午後の実践でパソコンを使いますので、お持ちの方
はご自身のパソコン等をご持参ください（会場内は
Wi-Fiをご利用いただけます）
また、ご自身で分析されたデータを持って帰ること
ができますので、ご希望の方はUSBメモリ等の記憶
媒体をお持ちください

インターナショナルオープンデータデイ2018

データアカデミー in Otsu

詳しくは、裏面をご覧ください

■webサイト

イベント詳細は、大津市オープンデータ
ポータルサイトをご覧ください。

http://www.city.otsu.lg.jp/opendata/
news/1516766105543.html

  
アプリ作成型のシビックテック 

   

  
地域分析型のシビックテック 

   



ミニ曳山の作成 

プログラミング 

走行会（祭当日） 

駅前サイネージ 

 

曳山位置 ｂｙGPS 

 曳山ストーリー 

   曳山感知 ｂｙBecon 
ＩｏＴ機器 



オープンガバナンス：市民協働 

ＣＯＧサイトから抜粋 

大津市 



オープンデータ活用に関する課題 

 
利用目的は斟酌しない 

 
 

アプリによる課題解決 
 

 
データ流通 

 

 
利用目的に配慮する 

 
 

分析による課題解決 
 

 
 ・サイトのカバー域 
 ・データ規格  ・利用者の環境整備 
 

匿名化住民情報の公開 

 
 ・オープンデータ生成手法 （オープンデータバイデザイン）     
 

open  by  default ビジネスマッチング 地域住民・庁内利用 

データ提供サイド データ利用サイド 

 
 
 
ビジネス活用 
 
 
 
・マーケティング 
・シミュレーション 
・ＢＩ／ＢＡの素材 

シビックテック 

ＥＢＰＭ 



オープンデータ戦略 

 オープンデータバイデザイン 利用者ニーズの反映 

限定公開 
（公開が適当でない情報） 

ＥＢＰＭ 

電子行政オープンデータ戦略 

オープンデータ基本指針 

・高度情報通信ネットワーク 
                社会推進戦略本部 

 

・高度情報通信ネットワーク 
                社会推進戦略本部 
・官民データ活用推進戦略会議 

データ公開 課題解決型取り組み 

  官民データ活用推進基本法                                                                                                                                      
                             2016.12施行 

                                                                                                                                        

                             
2017.5 

                                                                                                                                        

                             
2012.7 
 

Transparency Participation＆Collaboration                                                                                                                                                           



サイト構築時の主たるターゲット 

シビックテック 
     活用データは？ 

オープンデータ 
     活用データは？ 

ビッグデータ 
     活用データは？ 

市データポータルサイト 

 県域データポータルサイト 
  ・連携基盤 
  

 広域データポータルサイト 
  ・連携基盤・流通基盤 
    プラットフォーマ  
    データ流通ハブ 

ＬＯＤ 

オープンデータ 

ＡＰＩ 

公共Ｃ 

アプリ作成 

データ分析 

共通ＡＰＩ 

データポータル 



①自治体は公開の義務を負うだけで、目的までは踏み込まない。 

②ただし、データの「ビジネス活用」と「地域活用」で、求められるも 

  のに違いがある。                      

③加工・編集が必要かどうかは考え方が分かれる。 

 

 

 

 

 

 

こうきょう 

      事例：総務省公共クラウド     市オープンデータサイト 

 ビッグデータ・オープンデータ検討委員会  
（財）関西情報センタ（e-Kansaiレポート） 



産業界視点：データ利活用について 

１共有可能なデータを増やす 

 ・官データのオープン化の拡大 

 ・産業データの共有・集約の拡大 

２データ流通のためのインフラ整備 

 ・産業データを共有集約するデータプラットフォーム 

 ・情報銀行、データ取引市場のビジネス化 

 ・データポータビリティへの対応 

 ・パーソナルデータの利活用環境の整備   

資料 
「データ利活用ビジネスの本格展開」から抜粋 

  構造改革徹底推進会合 （内閣官房・総務省・経産省） 

匿名化 

マイデータ 

データ流通 



ポータルサイト事例：ニューヨーク市の取組み 



オープンデータ 

課題解決の取り組み 

アプリ作成型 

マッピングパーティ型 

地域分析型 

課題解決の取り組み 

庁内データ 

シビックテック 
アイデアソン・ハッカソン 

ビッグデータ 

データ利活用の取り組み 

ＥＢＰＭ 

データ分析 

未来都市のデザイン 

市民・多様な地域団体 

Participation & Collaboration   

イノベーションラボ 

データ 
数値指標 

政策決定 

Transparency 



人流データ 

交通管制や商店街での活用 

 曳山のストーリ 

   曳山感知ｂｙBeacon 

曳山位置 ｂｙGPS 

アプリで活用 
取得データ活用 



ＢＩツールによるトライアル事例：図書館適地（高槻市） 

課題：利用者数を加味 

図書館システム：    

利用者データ 

自動車・バイク・徒歩 
  １０分以内のエリア      
     住民数                 

課題：将来人口を加味 

人口推計シミュレーション

システム：推計データ 

２００８    

建設場所は何処が
適正か（９箇所） 

 
オープンガバナンスを指向するなら 

 
 

住民情報のオープンデータ化 
       
       ①住民情報の匿名化   
           

道路ネットワークデータ ＢＡ的分析 

国勢調査データではなく 
住基データ 

 
 

  ②ＤＷＨの必要性 
   
           



必要とされる個人に関する情報 

 

匿名化住民情報 
 

 

人流情報 
 

 

マイデータ 
 

 

企業・匿名化情報 
 

 
転入・転出・転居データ 

  
基地局・ＧＰＳデータ 

 
  ＳＮＳ取得データ 

 
自治体 

 

 
通信キャリア・アプリ事業者 

 

  購買履歴データなど 

マネタイズに関連する 
データ 



マイデータ 

               匿名化住民情報 

パーソナルデータ 

位置情報・許認可情報 

匿名加工情報 非識別加工情報 

個人情報を加工し復元不能化 

これまでのオープンデータ 
で重視 

分析型業務ニーズ 
・マーケティング 
・シミュレーション 

一定のルールのもと本人同意なし 

個人情報保護法 行政機関個人情報保護法 

  
 匿名化住民情報 

オープンデータ化：法的課題？ 

本人同意・ルール化 

統計法 

ガイドライン 

 庁内利用  
 ・審議会付議 
 ・ＰＩＡ 
 ・プロセス開示 
 ・条例改正 

加工基準 



  データ分析に関する実証実験 



      匿名加工とリスク評価の有効性検証  

匿名加工ツール リスク評価ツール 

富士通 富士通研究所 リスク評価：数値化（金額） 

日本ネットワークセキュリティ協会 
セキュリティ被害調査研究Ｇの算出式 



ＤＷＨ 

分析用 
データ 

   ＯＤＳ（大津市データ分析基盤）の考え方  

ＤＢ群 

ＯｔｓｕＤａｔａＳｔｒａｇｅ 

分析用 
データ 

ツール：非識別加工 

リスク軽減加工 

データ形式変更 

Ｐｏｓｔｇｒｅ 

ＣＳＶ ｅｔｃ プライバシーリスク 
評価 

住所 
辞書 

位置情報付与 

ＤＢＰｌａｙｅｒ 

汎用性保持 

オープンデータ化 

 
etc 

 

 
Symfoware 

 

Oracle 



・利用者がデータ分析などに活用する場合、統一基 

 盤（連携基盤）が必要 

  ①最低県域レベルでの統一基盤 

  ②民間データポータルとの共存 

  ③フレッシュなデータの維持 

 

・重要課題（高額な投資を伴う施設建設など）に対応 

 する場合、住民にも分析機会を提供するべき 

  ④匿名化住民情報のオープンデータ化 

  

本日のテーマに関する自治体の役割 

オープンデータ 


